（連合）政策ニュースレター第415号

公定価格の本格的な議論を開始

子ども・子育て会議基準検討部会（第６回）報告

連合政策ニュースレターより、標記内容についての報告がありましたので、以下の通りお知らせいたします。

子ども・子育て会議基準検討部会の第６回会合が2013年10月18日、中央合同庁舎内会議室で開催され、今回より公定価格について本格的な議論が開始された。連合から高橋・副事務局長が出席した。

１．公定価格について

　事務局より検討スケジュールの確認の後、経営実態調査をもとにした検討の視点や各区分の論点が示され、議論が行われた。

　高橋委員は以下の意見を述べた。

•公定価格の議論は子どもの最善の利益を守るための根幹を成す重要な課題である。設定にあたっての基本的な考え方で強調されている「質の向上・確保」は共通認識であり、国会でも議論されてきた。この「質」を担保するのは施設基準と同時に質の高い人材確保にあり、人件費などの処遇改善は不可欠である。全国で始まっている保育士不足の対策として潜在保育士の掘り起こしと離職防止の取り組みが必要。その意味でも公定価格の設定には個別費目の積み上げ方式が望ましく、場合によっては労働法令の遵守とともに監査の対象とすべき。

•配置基準については、明記されているとおり３歳児を中心とした職員配置の見直しは推進すべきであり、加えて乳児の配置基準の改善を求める現場からの意見も検討してほしい。

•公立施設の財源は市町村の一般財源のままとされたが、公定価格の考え方を踏まえると、運営にあたっての財源が確保されるよう、関係省庁や地方公共団体と意思疎通する必要がある。

　なお、委員からの他の主な発言は以下のとおり。

•幼保連携型認定こども園の給付は保育所の単価よりも高くなければならない。なぜなら、職員は両資格を保持するとともに、直接契約のために保護者の受付、個人情報の扱いなどが違う。また、定員規模が大きくなると単価が低くなることには問題がある。現行の保育園・幼稚園と同じ単価表になった場合、認定こども園に移行するメリットを感じられず、制度が進みにくくなるのではないか。

•基本理念については、児童福祉法にもとづく保育における教育と認定こども園法における学校教育は制度上の違いはあっても実質的な差はない。子どもの処遇についても変わるところはないため、新たな認定こども園と現行の保育所の職員体制や保育単価に格差をつけるべきではない。

•基本的な考え方の例に個別費目の積み上げ方式と包括的な報酬体系が挙げられているが、留意点を見て人件費は積み上げ方式にし、事業費や管理費等は報酬体系を採用するなどできないのか。

•各種加算の検討の視点に、定員超過の場合に減算措置とあるが、私立保育所のように子どもたちの入所希望を叶えるために取り組んだ結果、現行公立を上回る結果になっている。３歳未満児を含め、保育教育の機会を損なわれることがないようにすべき。

•市町村は質の高いサービス提供に向けて人員配置などの加算を行ってきた。保育標準時間が11時間となることを踏まえて、都道府県との役割分担も含めて市町村にさらなる負担増が発生しないような対応を行うべき。

•処遇改善と質の問題をセットで検討すべき。現状加算で対応されている、主任保育士専任加算や事務職員雇上費も本来あるべきもので、キャリアアップ・質の改善に必要なものである。

•教育標準時間認定を受ける子どもについては、幼稚園には職員配置基準がない。公定価格を検討するにあたっての職員数の考え方から保育所を参考にしながら、今後３歳児を中心に改善を検討していくことが重要。

•共働きでも幼稚園利用を希望した場合、教育標準時間認定を受けて施設型給付の対象となるというような特例を認める必要があるのではないか。

•私立幼稚園が、個人給付の仕組みに入るのは理解しがたい。また、保育必要量という概念も不明であり、説明すべき。保育必要量との関係で保育標準時間の現行の11時間開所が基準とならないように、あくまでも原則８時間であることを厳守してほしい。延長保育には反対。

２．地域型保育について

　事務局より小規模保育事業以外の事業概要として、家庭的保育事業と居宅訪問型保育事業に関する論点が示され、議論が行われた。家庭的保育事業については調理員や補助者の配置の問題を中心に、居宅訪問型保育事業については障がい児や小児慢性疾患の子どもを対象とする場合の保育者の専門性や研修などの課題を中心に議論が行われた。

　なお、事業所内保育事業に関する委員からの主な発言は以下のとおり。

•事業所内保育所は、そもそも保育サービスの不十分さからの社員のニーズにもとづく取り組みであるため、当初の設置目的に反してしまわないように、地域枠については柔軟に取り扱えるように配慮してほしい。

•地域枠の子どもの受け入れについては、できるだけ地域に開いたものにすべき。

•地域の需要状況が様々なため、地域枠を一律に決めるのは難しい。まず制度を利用できる事業所が増えるように、企業の運営状況に応じて柔軟な対応をお願いしたい。

•小規模保育事業は他の制度に先駆けて公定価格が決まる前に前倒しで実施されるようだが、このままの保育単価では運営できる事業所は少ない。例えば現在23区でどのような補助体系で運営されているかをベンチマークとしながら体系づくりを行ってほしい。

３．確認制度について

　前回会合における議論を踏まえ、運営基準に係る論点と、業務管理体制の整備について修正点が示され、議論が行われた。

　高橋委員は以下の意見を述べた。

•会計の区分に関して、財務諸表の公開については公費が投入されているため当然であると考える。使途制限についても、公定価格の積み上げ方式案の議論との関係からも適切な議論にもとづいて当然制限すべき。

•確認制度、業務管理体制について、公費が投入されているため法令遵守は当然と考える。保育士の処遇改善の観点から労働法令の遵守についても指導監督の対象とすべき。

　なお、委員からの他の主な発言は以下のとおり。

•乳児院や児童養護施設は入所児童に比例した給付になっているが、安定運営のために包括的な算定を検討すべき。

•公私を問わず市町村がきちんと保護者との公的契約を締結し、市町村と受託施設、保護者との契約関係を明確にすべき。

•保育所などに上乗せ徴収を認めると児童福祉施設という観点から外れてしまう。実費徴収は学校教育に限定してほしい。

•上乗せ徴収は契約で明記していればよいのではないか。私学の自由な活動が担保されないと、私立幼稚園から認定こども園への移行に影響する。

•小規模保育に優先枠を設けた場合、２・３号の認定の方が優先されるのではないか。事業者間の連携施設についてはルールを明確にすべきとあるので、各施設に委ねられるのか。

•非常災害対策は大変重要な問題であり、提案どおり是非定めてほしい。衛生管理についても同様である。

•どのような類型であっても、私立学校であれば学校の性格を持つ。私立学校関係者の意見を求めるべき。

４．地域子ども・子育て支援事業について（一時預かり事業等）

　特に幼稚園における預かり保育について、私学助成などから一時預かり事業への移行を前提にした方向性が示され、議論が行われた。

　委員からの主な発言は以下のとおり。

•幼稚園型について、特例施設型給付になる場合とならない場合が存在するし、整理が必要という話だが、給付対象の幼稚園に認定されて時間利用する場合と認定を受けずに就労しながら一時預かりを利用する場合の取り扱いを迅速に整理すべき。

•幼稚園型の一時預かり事業について、０～２歳を預かる場合、施設整備の問題もある。認定こども園に移行せず施設型給付を受け、幼稚園型のまま受け入れる場合は検討が必要。

•本来定義から保育認定の対象であるべき。運用の工夫における幼稚園型について２号認定の子どもへの給付と同水準になるようにすべき。

•病児保育・病後児保育について、利用を円滑にするシステムを各自治体でつくり、国で補助する施策が必要。

•必要性について、週４日に満たないところでの受け入れという大きな意味合いと、保護者支援として、隠れたニーズ、生活面で困難を抱えた家庭等と予防的な意味で関われるきっかけとなり、重要な支援である。

•地域密着２型について、一時預かり事業を担う事業者においては、初めて保育を経験する子どもたちの心理的負担とならないような、度量のある経験豊富な人たちの育成が重要になってくる。

•事業構成について、学童保育事業も組み込んで考えていけばもっと充実していくのではないか。

５．その他

　事務局より「社会保障・税一体改革による社会保障の充実・安定化について（案）」と「小規模保育運営支援事業等の要綱」について報告が行われた。

　次回会議は第７回子ども・子育て会議基準検討部会が2013年11月15日に、第８回子ども・子育て会議ならびに第８子ども・子育て会議基準検討部会が11月25日に開催される。

以上
